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所得課税の構造と源泉徴収制度

―人事の実務にかかわる税務と国際課税制度―

≪総論≫

歴史的な視点から日本の租税の本質を考える時、権力者の登場→戦費調達→民主主義の

移行・定着という側面は明らかであるから、現代の租税理論が万能であり、それがゆえに、

行政の手当てが行き届かないので、すべての租税が公平な徴収を行っているという一般的

な理解にはならない。 

日本の租税制度は、太平洋戦争（第二次世界大戦）が終焉した時を境にして大きく変貌 

しているのである。1840 年にアヘン戦争が勃発して、世界には列強がいることを日本人

は知ることになった。それから 13年後浦賀にペリーがやってきて「黒船」という当時の日

本人の常識を超える造船技術を見せられるのである。 

日本は、世界の列強に対する脅威に対応すべく明治維新を経て、あらゆる技術や制度を

吸収していった。そのかいあって、日本は日清戦争と日露戦争で勝利を収めることができ

たのである。この時代の税制の動きを見ていくと、所得税の創設→商法創設・法人所得課

税→相続税創設とう流れがあり、たった約 20年間に矢継ぎ早に主要な租税制度が歴史上登

場してくるのである。 

当然にして、これらの全ては戦費調達という目的を包含しており、計画的な軍備の拡大

と連携した財政計画があった。このような背景からは、租税は先ずは戦争ありきのスター

トをしていたことが明らかであって、現在のような確定決算主義や源泉徴収制度が戦費調

達のスピード上げるための目的を持ったものであることが窺えるのである。 

所得税と法人税の関係

そもそも法人税は、独立してあった制度ではなかった。1887 年(明治 20年)に、個人に対

する所得税が創設された。そして、12 年後の 1899 年(明治 32 年)に法人の所得に対する課

税が行われたのである。当時は、これを第一種所得税といい、税率はわずか 2.5%であった。

1920 年（大正９年）には第一次世界大戦における増徴を行うために改正が行われたが、法

人税として独立したのは 1940 年（昭和 15 年）であった。この時、所得税は分類所得税と

総合所得税の二本立てとなり、従前の第一種所得税が法人資本税と統合して法人税として

独立したのである。この後、1944 年（昭和 19 年）に増大する戦費を賄うために法人税率は

30%、法人資本税は 0.3％に税率が引き上げられた。 
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図表 日本の税制と時代背景

西暦 年号 年 日本年表 日本の税制 世界経済・税制年表

安土桃山時代 1600 慶長 5 関が原の役 イギリス東インド会社設立

江戸時代 1694 元禄 7   イングランド銀行創設

 1798 寛政 10   イギリス所得税創設

 1803 享和 3 アメリカ船、長崎に

きたり通商を求む

 1804 文化 1 ロシア使節、長崎に

きたり貿易を求む

 1840 天保 11   アヘン戦争

 1853 嘉永 6 アメリカの使節ペ

リー、浦賀来航

明治時代 1877 明治 10 西南戦争

 1887 明治 20  所得税創設

 1894 明治 27 日清戦争

 1899 明治 32  法人所得課税・商

法創設

 1904 明治 37 日露戦争

 1905 明治 38  相続税創設

大正時代 1914 大正 3 第一次世界大戦 金本位制の終焉

昭和時代 1929 昭和 4   大恐慌

 1933 昭和 8   アメリカ金本位制放棄

 1939 昭和 14   ドイツ軍ポーランド侵

攻

 1940 昭和 15  法人税創設

 1944 昭和 19   ブレトンウッズ体制 1

ドル＝360円

 1941 昭和 16 第二次世界大戦

 1945 昭和 20 原爆投下終戦  申告納付制度

 1947 昭和 22  申告納税制度
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 1949 昭和 24 ドッジ・ライン

シャウプ勧告

直接税中心の勧告

 1964 昭和 39 東京オリンピック

大会 

 1971 昭和 46 ドルショック 変

動為替相場制移行

を決定

 1973 昭和 48 オイルショック

 1976 昭和 51 ロッキード事件

平成時代 1989 平成 1  消費税スタート ベルリンの壁の崩壊

 1997 平成 9  消費税 5％
 1999 平成 11   ユーロ誕生

 2014 平成 26  消費税 ８％

所得税の基本計算パターン

所得税は 1798年にイギリスで創設されたのが始まりで、日本では明治 20年（1887）に
導入された。所得税は租税の世界では王様と呼ばれており、その課税ベースの広さは各税

目の中で最も広いものとなっている。

現在の我が国の税収における所得税収の割合は 30％程度であるから、歳入全体とすると
租税の体系の割には構成比率が低くなっている。これは高度経済成長やバブル経済の時代

と異なり、度重なる景気後退や不況の影響により、リストラや失業が増大して正規社員の

給与が削減等されて所得税収が伸びなくなったからである。

所得税の基本的な計算パターンは、以下のようになっている。

パターン１：「総収入金額－必要経費＝所得」

事業所得、不動産所得及び雑所得

パターン２：「総収入金額－必要経費－控除額＝所得」

山林所得、譲渡所得及び一時所得

パターン３：「収入金額－控除額＝所得」

利子所得、配当所得、給与所得及び退職所得

所得税法は、納税者の担税力に応じた課税をするために、非課税所得を除き、原則とし

て個人のあらゆる所得を統合して課税する。そこで、所得を統合するに当たっては、所得

の性質に応じて所得を 10種類に区分している。所得税を理解する上で、所得区分は重要な
ポイントである。
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（所得の性質による分類）

所得税法は、各人の所得の大きさを担税力の指標としている。同じ大きさの所得であっ

てもその所得の性質によって担税力に差が生まれる。そこで、所得をその性質によって分

類することができる。

● 所得の発生原因別分類

① 資産を運用することによって生ずる所得（預貯金の利子、株式投資による配当、地代、

家賃等）

② 勤労から生ずる所得（給料、賃金、報酬等）

③ 資産と勤労によって生ずる所得（商工業、農業等の経営から生じる利益）

④ 資産を処分することによって生ずる所得（土地、家屋、株式の譲渡による処分益）

● 所得の発生形態別分類

① 毎年繰り返して発生する経常的な所得（利子、配当、給与、事業等の所得）

② 臨時的に発生する所得（土地、家屋、株式等の譲渡による所得等）

③ 毎年発生してもその額の大きさに変動を伴う所得（漁業の所得、印税の所得等）

④ 長い年月にわたって形成されなければ生じない所得（退職金、年金等、山林の譲渡に

よる所得等）

（担税力に応じた課税の実現）

所得の発生は多種多様であるから、所得税の担税力を考えるに当たっては、量的な面（金

額面）と質的な面（発生原因、形態面）の両者の側面から考慮する必要がある。

所得税法は、所得を総合して課税するに当たっては、その人が得た個々の所得を単純に

合計するのではなく、所得の性質に応じて 10種類の所得に区分して各々の所得に適合した
所得金額を計算した上で合計することになっている。

要約すれば、以下のようになる。

各種課税所得の金額の計算→課税標準の計算→課税所得金額の計算→税額計算

各種課税所得の金額計算では、10 種類の所得別に、それぞれの所得の金額を計算する。
課税標準額の計算では、「損益通算」と「純損失又は雑損失又は雑損失の繰越控除」を行う。

ここから「所得控除」を行うことで、課税所得金額の計算が完成する。あとはそれに対し

て税率を適用して、必要に応じて税額控除を行えば所得税額が算出されることになる。

それでは、ここで各所得の内容を見ていくことにする。

（利子所得）

利子所得とは、預貯金や公社債の利子並びに合同運用信託、公社債投資信託及び公募公

社債等運用投資信託の収益の分配に係る所得をいう。

【算式】

利子所得の金額＝収入金額（税込）
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（配当所得）

配当所得とは、株主や出資者が法人から受ける配当や、投資信託（公社債投資信託及び

公募公社債等運用投資信託以外のもの）及び特定受益証券発行信託の収益の分配などに係

る所得をいう。

【算式】

配当所得の金額＝収入金額（税込）－元本取得に要した負債の額（元本の保有期間分）

（不動産所得）

不動産所得とは、土地や建物などの不動産、不動産の上に存する権利、船舶又は航空機

の貸付け（地上権又は永小作権の設定その他、他人に不動産等を使用させることを含む。）

による所得（事業所得又は譲渡所得に該当するものを除く。）をいう。

【算式】

不動産所得の金額＝総収入金額－必要経費

（事業所得）

事業所得とは、農業、漁業、製造業、卸売業、小売業、サービス業その他の事業から生

ずる所得をいう。

 ただし、不動産の貸付けや山林の譲渡による所得は事業所得ではなく、原則として不動

産所得や山林所得になる。

【算式】

事業所得の金額＝総収入金額－必要経費

（給与所得）

 給与所得とは、勤務先から受ける給料、賞与などの所得をいう。

【算式】

給与所得の金額＝収入金額（税込）－給与所得控除

（退職所得）

退職所得とは、退職により勤務先から受ける退職手当や加入員の退職に基因して支払わ

れる厚生年金保険法に基づく一時金などの所得をいう。

【算式】

退職所得の金額＝（収入金額（税込）－退職所得控除額）×１/２

（山林所得）

山林所得とは、山林を伐採して譲渡したり、立木のままで譲渡することによって生ずる所

得をいう。

 ただし、山林を取得してから 5年以内に伐採又は譲渡した場合には、山林所得ではなく、
事業所得又は雑所得となる。

【算式】
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山林所得の金額＝総収入金額－必要経費－山林所得の特別控除額（最高 50万円）

（譲渡所得）

譲渡所得とは、土地、建物、ゴルフ会員権などの資産を譲渡することによって生ずる所

得、建物などの所有を目的とする地上権などの設定による所得で一定のものをいう。

 ただし、事業用の商品などの棚卸資産、山林、減価償却資産のうち一定のものなどを 譲

渡することによって生ずる所得は、譲渡所得とならない。

【算式】

譲渡所得 ＝ 譲渡収入金額－（取得費 ＋ 譲渡費用）

（一時所得）

一時所得とは、上記の利子所得から譲渡所得までのいずれの所得にも該当しないもので、

営利を目的とする継続的行為から生じた所得以外のものであって、労務その他の役務の対

価としての性質や資産の譲渡による対価としての性質を有しない一時の所得をいう。

例えば次に掲げるようなものに係る所得が該当する。

（1） 懸賞や福引の賞金品、競馬や競輪の払戻金
（2） 生命保険の一時金や損害保険の満期返戻金
（3） 法人から贈与された金品
【算式】

一時所得の金額＝総収入金額－その収入を得るために支出した金額－一時所得の特別控除

（最高 50万円）

（雑所得）

雑所得とは、上記の利子所得から一時所得までの所得のいずれにも該当しない所得をい

う。

例えば次に掲げるようなものに係る所得が該当する。

（1） 公的年金等
（2） 非営業用貸金の利子
（3） 著述家や作家以外の人が受ける原稿料や印税
【算式】

雑所得の金額＝公的年金等＋それ以外のもの
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法人税課税から所得税課税への動線

法人税は、法人の事業活動によって生じた利益(所得)に対して課される税金であり、広い
意味の所得税の一種である。個人の所得に対し課される税金を所得税というのに対し、法

人の所得に対して課される税金を法人税というであるが、法人税の性格には、以下の２つ

の考え方がある。

※法人観

① 法人実在説：法人を自然人である個人と並んで独立した納税者であるとする考え方

② 法人擬制説：法人は株主の集合体であり、独立した納税義務はなく、法人の所得に対す

る課税は個人の所得税の前払であるとする考え方

①の考え方に立つと、法人は個人株主とは別個の課税単位であって、個人株主とは無関

係に独立して法人税を課税される。

②の考え方によれば、法人から配当金を受け取った個人の段階で改めて課税されること

になるため、法人税に相当する金額を、個人の納付する所得金額から控除することになる。

我が国の法人税制は、歴史的にみれば基本的に①の考え方を採用した時期もあった。し

かし、現行法では、基本的に②の考え方に基づき、法人税と所得税の二重課税を一部調整

するシステムを採っている。

図表 法人の利益から株主配当・役員報酬への動線

上記の図表にもあるように、企業が事業活動するときに投下された資本は、売上として

法人に回収され、資本との差額が利益となり、将来的には株主への配当への原資となる。

法人税と所得税をつなげる動線はここにあって、会社の利益を不当に株主の利益に転換す

ることを各種の規定を用いて法人税は規制をしている。

しかしながら、この法人擬制説の考え方で物事の筋道を考えると、法人が法人に出資し

た場合、すでに法人税が課せられた利益にもう一度法人税がかけられることになるので、

原則として、法人が株主の場合には配当金は非課税となる。これが、世界中を席巻するグ

ローバル企業が法人税を支払わないですむ節税スキームとなる。

資 本 売 上

利 益 配 当

役員報酬

動   線
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所得税周辺の課税制度の概観

所得税と法人税は、収入を測定基準として課税される税制であるが、これらの制度がど

れだけ精緻に設計されても、完全に課税が遂行されるものではなく、いくらかの課税もれ

が存在するのが現実である。それらが数十年の時間をかけて蓄積されれば大きな財産を形

成することになる。そこで、人が死亡するか生前に財産を移転するかのタイミングをもっ

て、相続税や贈与税が課されるのである。その意味では、これらの税制は所得税を補完す

るものであるから、実質的には所得税の一部と考えても良いのである。

また、収入ベースの所得から控除できる人的控除や物的控除は、それぞれの納税者の個

別的担税力を担保するものであるが、それらの措置が本来の趣旨通りに行われているかど

うかは、疑問のあるところである。そこで、収入よりも実質的な経済力の指標を表す支出

（消費）をもって公平の課税を実現しようというのは消費税の骨子となる。もちろん、い

かなる所得層においても同じ税率をかけるのであるから、逆進性という欠点を持っている

が、様々な非課税措置を採用することにより、どの国おいても中核的な税制となっている。

これらの国税以外にも、地方税と称せられる税制があるが、基本的には所得税や法人税

の所得計算の結果を基にして計算される税制であるから、基本的には所得税と法人税の計

算の仕方があらかた理解できれば、１年間に納税義務者が負担する税額の予測ができるよ

うになる。

（相続税・贈与税）

相続税は、人の死亡を契機として、相続などにより財産が移転した場合に課税される租

税である。現行の税制においては、通常、所得税や法人税は税源として納税者の所得が予

定されているが、これに対する例外として、相続税は、税源を財産自体に求めているため、

実質的には財産税である。

また、相続税の課税が見込まれる者は、生前に、贈与により財産を移転してもらってお

けば、相続税の負担を回避することができる。これを防止するためには、生前になされた

贈与財産についても課税する必要が生ずる。ここに、贈与税の存在理由があり、贈与税が

相続税の補完税であるといわれるゆえんともなる。

どちらの税目にしても、財産を取得した個人が納税義務者となるので、財産を保有して

いる側での課税はわが国ではないであるが、注意しなければならないのは本来の財産では

ないものにもこれらの相続税は課せられるところである。

例えば被相続人が保険料を負担していた生命保険金を受け取った場合や被相続人の死亡

による退職手当金を受け取った場合などのその生命保険金や退職手当金は、みなし相続財

産として相続税が課税される。これに対して、非課税とされる財産には墓所、祭具などが

あり、また、宗教、慈善、学術などの公益を目的とする事業の用に供することが確実な財

産も非課税とされることを前提として、3,000万円と 600万円に法定相続人の数を乗じた金
額との合計額が、基礎控除額となり相続税の算定基礎となるのである。
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一方、贈与税には 1年間に得た贈与財産の価額の合計額から、110万円の基礎控除額を控
除した後の金額に、10%～55%の超過累進税率を乗じて計算する「暦年課税」と、親子間の
贈与で一定の要件に該当し、贈与を受けた場合に一定の税率で贈与税を納付しておいて相

続が開始した場合にこれを精算する「相続時精算課税」という課税方式がある。これは受

贈者がいずれかの課税方法を選択することができるようになっているので、相続税に比べ

て柔軟性のあるところである。

その他にも特例が存在しており、婚姻期間が 20年以上の夫婦の一方から他方へ、居住用
不動産又は居住用不動産を取得するための金銭の贈与があった場合には、最高 2,000 万円
の贈与税の配偶者控除の適用がある。

連年の所得の積み重ねが財産を形成すると考えるならば、いかに日ごろの源泉徴収実務

が国家の歳入にとって重要なのかが理解できるところである。原則として１年に１回の納

税と毎月の納税、それらの課税根拠の基礎となる条文は同じであっても徴収するバリエー

ションがいくつか用意されているのが国税の特徴的なところでもある。

（消費税）

消費税は、資産やサービスの消費に着目して税の負担を求めるものであり、原則として、

全ての物品の販売やサービスの提供を課税対象とし、製造から卸へ、卸から小売へ、小売

から消費者へと行われる全ての取引段階で、それぞれの事業者の取引金額に対し消費税率

6.3%と地方消費税率（消費税の 17/63、消費税に換算すると 1.7%相当）とを合わせた 8%
の税率で課税される課税ベースの広い間接税である。

国内取引における消費税の納税義務者は、製造、卸、小売等の各段階の事業者であるが、

事業者に負担を求めるのではなく、事業者の取引金額に対する税額分は、その事業者の販

売する物品やサービスの 価格に上乗せされて次々と転嫁され、最終的には消費者が負担

することとなる。

消費税を理解するには、「非課税」と「免税」の２つの概念の理解が必要となる。消費税

は、原則として全ての資産の譲渡等やサービスの提供に対し課税されるが、①消費税にな

じまない資本移転や金融取引として、土地、有価証券、金融、保険取引などや、②政策的

配慮から課税することが適当でないものとして、医療、福祉、教育、住宅の貸付けなどは、

非課税とされている。また、消費税は、国内で消費される資産やサービスに対し負担を求

めるものであるので、国外での消費には課税しないという考え方により輸出取引について

は消費税が免除（免税）される。

消費税の納税義務者は、国内取引については、商品の販売、請負等の課税資産の譲渡等

を行った事業者である。ただし、その課税期間の基準期間（個人は前々年、法人は前々事

業年度）における課税売上高が 1,000 万円以下の事業者は納税義務が免除される。また、
輸入取引については、保税地域から課税貨物を引き取る者である。消費者たる個人が輸入

する場合にも課税される。
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どの税制も課税されるところをいくら読んでも、その税目の性格がどのような趣旨によ

って設定されているかを理解することは難しいところであるが、非課税や免税といった措

置を読み解くことによって、飛躍的にその税目の趣旨が理解できるのである。

（地方税）

国税は、各税おいて個別的に課税要件等を定められている法律が制定されていて、さら

にその各税の通則的規定を定める国税通則法、徴収手続を定める国税徴収法が個別的に法

律として制定されている。これに対して、地方税法は、地方税に関する通則的規定と徴収

手続に関する規定と各地方税の課税要件等の規定をまとめて地方税法という一つの法律で

定めている。

道府県民税（東京都の場合は都民税）は、市町村民税（東京都の特別区の場合は特別区

民税）とともに住民税と呼ばれ、両者の納税義務者、課税標準及び納期は同一である。こ

の住民税は、地方住民の日常生活に結びついた行政サービスのために必要な経費を、地方

住民が応分の負担をしようとする趣旨から設けられているものである。

国際課税制度の基礎

グローバル社会を背景として、我が国には多くの外国人が居住し、多くの外国企業が事

業活動を行っている。また、多くの日本人も国外で就業し、日本企業が国外で事業を展開

している。これらに対して、我が国又は諸外国がどのように課税するのかという大きなテ

ーマが生まれてくる。

このテーマを解決していくには、それぞれの個人や企業の活動の成果がどちらの国の歳

入に寄与するか、すなわち発生した所得がどこの国に帰属するのかを決定する基準が必要

になるということである。

国際課税の理論の中で重要なのは、源泉地原則と居住地原則の２つの考え方である。前

者は所得が発生したその国に課税権があるというもので、後者は自国に帰属する居住者の

所得はすべてその国の課税の対象となるというものであり、この論理をまともに適用する

と国際的な二重課税が発生する。

すなわち、国際課税の基礎を理解するには「非居住者」か「居住者」という判定と各国

の課税権が交錯する関係上生じる「二重課税」を排除するという行為の関連を知ることが

重要となるのである。

（非居住者と居住者）

所得税の個人の納税義務者は、居住者と非居住者に区分される。しかしながら、日本を

中心に考えた場合の源泉徴収実務を考えた場合には、非居住者の概念を第一義的に捉えて

いくことが大切であると考える。

すなわち、非居住者とは、居住者以外の個人であるから、居住者の概念である①国内に
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住所を有し、②又は現在まで引き続いて 1 年以上居所を有する個人という事実の反対であ
れば、非居住者ということになる。

対応関係は、以下である。

非居住者 居住者

国内に住所を有していない 国内に住所を有している

現在まで引き続いて 1年以上居所を有していない 現在まで引き続いて 1年以上居所を有している

 「住所」は、「個人の生活の本拠」をいうのであって、「生活の本拠」かどうかについ

ては「客観的事実によって判定する」ことになっている。

 「居所」は、「その人の生活の本拠ではないが、その人が現実に居住している場所」と

されている。

つまり、非居住者か居住者といった判定基準には、国籍は直接的には関係しないのであ

る。たとえば、自分でマンションや自宅をもっている外国人がいれば、そこに生活の本拠

があるのだから、住所があるということになるが、ヨーロッパの旅行者などの長期滞在者

は、「生活の本拠」とはなっていない、そもそも目的が違うので短期の滞在で変えるであろ

うという前提が働く、また、恒久的施設を有している会社の仕事で来ていれば、１年以上

の滞在が想定されるので居所がると考えられる。

いずれにしても、実態を課税当局がどのように判断するかであるから、杓子定規に規定

の文言だけで結論づけることはできない。大事なことは、どこの国の所得税でも居住地原

則（全世界所得課税）を貫徹したいと考えているのだから、特定の２国間での二重課税は

発生しうるのである。そのために外国税額控除という措置が認められていて、二重に課税

された部分の排除をすることができる。当初の判断が誤ったとしても、後で税額の調整は

できると考えておけば、実務上の不安は多少なりとも減ると考えられる。

図表 国際課税の基礎

居住者課税

（全世界所得課税）

源泉地課税

居住者課税 ― 源泉地課税 ＝ 課税所得

全世界所得課税 ― 外国税額 ＝ 課税所得
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≪各論≫

源泉徴収制度の存在意義

我が国は、昭和 15 年（1940 年）の税制改正により勤労所得に対する源泉徴収制度を導
入した。これは、ナチスドイツの制度を基に導入されたもので、戦費調達においては非常

に効率の良い租税制度であって、本来の申告納税制度の体系とは異なる異質な制度でもあ

った。

どのように異質なのかというと、そもそも「申告納税制度」は、納税者自身が、①所得

金額と税額を計算し、②税務署へ申告して、③納税するという制度であるが、「源泉徴収制

度」とは、会社が、社員の給料から所得税を天引きして、納税を代行する制度であるから、

①税額の計算②申告③納税が、一度にすべて完結的に終了するので租税を徴収する側にと

っては、大変便利なのである。

これだけ、スピーディーに租税を徴収できれば、戦車や戦艦といった高額な武器を製造

するための資金はすぐに集めることができるので、戦時下においては必要な制度であった

であろうし、現在においてもその特性は安定した財政基盤を構築するためには必要なもの

だと考えられるのである。

源泉徴収は原則として、会社や個人が、人を雇って給与を支払ったり、税理士などに報

酬を支払ったりする場合には、その支払の都度支払金額に応じた所得税及び復興特別所得

税を差し引くことになっている。そして、差し引いた所得税及び復興特別所得税は、原則

として、給与などを実際に支払った月の翌月の 10日までに国に納めなければならない。
また、会社や個人が、新たに給与の支払を始めて、源泉徴収義務者になる場合には、「給

与支払事務所等の開設届出書」を給与支払事務所等を開設してから 1 か月以内に提出する
ことになっている。

蛇足ではあるが、税理士などに報酬を支払ったりする場合には、源泉徴収するのである

が、以下のように、８項目の限定列挙となっている。何が限定列挙かというと、この種目

以外の源泉徴収はしない（できない）ということである。要するに一取引の契約金額等が

決まっている報酬なので、徴収しやすいということである。

① 原稿料や講演料など

② 弁護士、公認会計士、司法書士等の特定の資格を持つ人などに支払う報酬・料金

③ 社会保険診療報酬支払基金が支払う診療報酬

④ プロ野球選手、プロサッカーの選手、プロテニスの選手、モデルや外交員などに支払

う報酬・料金

⑤ 芸能人や芸能プロダクションを営む個人に支払う報酬・料金

⑥ ホテル、旅館などで行われる宴会等において、客に対して接待等を行うことを業務と

するいわゆるバンケットホステス・コンパニオンやバー、キャバレーなどに勤めるホ

ステスなどに支払う報酬・料金



13 

⑦ プロ野球選手の契約金など、役務の提供を約することにより一時に支払う契約金

⑧ 広告宣伝のための賞金や馬主に支払う競馬の賞金

（役員報酬）

法人が役員に対して支給する給与は、定期同額給与、事前確定届出給与又は利益連動給

与だけであり、これら以外のものは損金の額に算入されない。

①定期同額給与

 その支給時期が 1 か月以下の一定の期間ごとである給与で、その事業年度の各支給時
期における支給額が同額であるもの

 定期給与の額につき、改定があった場合、その事業年度開始の日又は給与改定前の最

後の支給時期の翌日から給与改定後の最初の支給時期の前日又はその事業年度終了の

日までの間の各支給時期における支給額が同額であるもの

②事前確定届出給与

 その役員の職務につき所定の時期に確定額を支給する旨の定めに基づいて支給する給

与（定期同額給与と利益連動給与を除く）で、一定の届出期限までに納税地の所轄税

務署長にその事前確定届出給与に関する定めの内容に関する届出をしているもの。

③利益連動給与

 同族会社以外の法人が業務を執行する役員に対して、利益に関する指標を基礎として

算定され支給される給与で、①客観性のあるもの②１ヵ月以内に支払われるもの③損

金経理をしているもの、という３つの要件を満たしているもの。

（従業員給与）

使用人に支払う俸給や給料、賃金、歳費、賞与のほか、これらの性質を有するものをい

う。したがって、青色専従者給与も、給与所得となる。

具体的には、基本給、残業手当や休日出勤手当、職務手当等のほか、家族手当、住宅手

当などが給与所得を構成する。

 しかし、例外として、次のような手当は非課税となる。

 通勤手当のうち、一定金額以下のもの

 転勤や出張などのための旅費のうち、通常必要と認められるもの

 宿直や日直の手当のうち、一定金額以下のもの

（退職給与）

退職金の性格には、①賃金の後払い説、②退職後の生活保障、③企業責任、④企業慣習、

⑤手切れ金、⑥独立資金、⑦功労報償、⑧成果配分、といった各種の考え方があるようだ

が、その実態は一様ではない。

制度としては役員又は使用人に退職金を支払うときには、所得税及び復興特別所得税を
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源泉徴収して、原則として、翌月の 10 日までに納めなければならないことになっている。
この退職金には、退職したことにより支払われるすべてのものが含まれなければならない

ので、功労金などの支給も含まれることになる。

実務としては、「退職所得の受給に関する申告書」が提出されているか否かで、計算方法

が変わってくる。

 提出を受けている  → 「退職所得の源泉徴収税額の速算表」を使用した源泉徴収

 提出を受けていない → 20.42％の税率を乗じて計算した源泉徴収

非居住者と源泉徴収

国際課税において、文言は複雑である。その理由は、日本の「国籍」有していることが

日本の「居住者」であることに少なからずならないことに端を発している。本来は、日本

人であれば日本の居住者である。しかしながら、「日本人＝日本の国籍」は成立しても、税

法は「日本人≠日本の居住者」なのである。

そのことを理解して所得税法を読むと、個人の納税義務者を「居住者」と「非居住者」

に、法人を「内国法人」と「外国法人」とに分けた上で、法は課税の範囲として、「非居住

者又は外国法人」（一般には「非居住者等」と呼ばれている）を定義している。

ここで問題は、「国内源泉所得」を有する「非居住者等」が国内に支店や事業所などの「恒

久的施設」を有するか否か、また、どのような「国内源泉所得」を有するかにより、課税

方法が異なるところである。

図表 ＰＥ課税の展開

非居住者についてはその人が国内に恒久的施設を有する場合には、居住者と同様に（一

定の所得は源泉徴収の上）申告納税方式を原則としている。

いわゆる PE（PermanentEstablishment）課税である。その支払を受ける非居住者等
が日本国内に「恒久的施設」を有していれば総合課税とされ、「恒久的施設」を持たない非

居住者の場合には課税しないことになっている。

非居住者

源泉徴収

外国法人

非居住者

PE 

総合課税
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本来は、国内で所得が発生すれば「非居住者等」に対する課税は、「国内源泉所得」のみ

が課税対象とされるのであるが、「恒久的施設」を有した時から、「外国法人」は所得税及

び復興特別所得税を差し引いて、国に納める義務のある源泉徴収義務者になるということ

なので、「居住者」なってしまうということである。そうであるならば、「内国法人」と全

く同じであるから、すべて日本の課税制度の適用があることになる。

福利厚生費の実務

福利厚生費とは、従業員の福祉向上のために行う賃金以外の間接的給付でとされていて、

従業員の医療、衛生、慰安、修養等のために会社が支出する費用を意味する。税法上は福

利厚生費の明確な定義ないことから考えて、法人税の確定決算主義から損金経理された副

厚生費の性格をどのように考えるかがポイントとなろう。

福利厚生費は、労働力の確保・向上をめざして、従業員全体に対して支給されるもので

あるから、会社の経理上費用として計上され、税務上損金される。しかしながら、給与や

交際費との区分が難しく、直接給与としてお金を支給していなくても給与と見なされ、源

泉所得税の課税対象なることがある。

交際費等が得意先や仕入先その他事業に関係のある者に対する接待、供応、慰安、贈答

などの行為のために支出する費用であることに対して、福利厚生費は専ら従業員の慰安の

ために行われる運動会、演芸会、旅行などのために通常要する費用という解釈を課税側は

している。

したがって、以下のようなものが福利厚生費と考えられている。

 創立記念日、国民の祝日、新社屋の落成式などに際し、従業員におおむね一律に、社

内において供与される通常の飲食に要する費用

 従業員等（従業員等であった者を含む）又はその親族等のお祝いやご不幸などに際し

て、一定の基準に従って支給される金品に要する費用（例えば、結婚祝、出産祝、香

典、病気見舞いなどがこれに当たる）

以上を勘案して、福利厚生費の処理要件を整理すれば、以下のようになるであろう。

① 従業員の福利厚生のための支出であること（支出の目的）

② 社会通念上の相当性、税法規定範囲内であること（支出の金額）

③ 社内規定や税法基準を満たしていること（一定の支出基準）

④ 特定の者に限定されていないこと（支出対象者）

（福利厚生費と給与）

労働基準法においては、給与には「賃金、給料、手当、賞与その他名称の如何を問わず、

労働の対償として使用者に支払うすべてのものをいう。」と規定される。

会計処理上、給与と名目で支給されていても労働の対価としての性格を有していないも

のと、税務調査で指摘されれば福利厚生費として処理されている費用であっても給与所得
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とされる。そうなれば源泉徴収の対象となる。

金銭以外の物や権利であっても経済的な利益があったとされれば、現物給与として源泉

課税の対象となる。さらに、役員に対する福利厚生費が給与と見なされれば法人税法上は

損金不算入となり、所得税と法人税のダブル課税がなされることになる。

（福利厚生費と交際費）

福利厚生費は、従業員の福利厚生のため、すべての従業員に公平であり、社会 通念上妥

当な金額でなければならない。これに対し、交際費は、原則として得意先や仕入先その他

事業に関係する者に対する接待、 供応、慰安、贈答などの行為のために支出する費用なの

であるから、支出の目的や支出の対象者が異なる（ただし、社内の特定の従業員との飲食

の場合や、親族役員のみの役員会での会食等は福利厚生費ではなく、社内交際費になる）。

簡単な例示を試みれば以下のようになる。

 従業員の慰安のために行われる運動会

 従業員のみを対象とした保養所所有、賃借にかかる費用

 慰安旅行（旅行に要する期間が４泊５日以内で、旅行に参加する従業員等の数が全従

業員等の 50％以上）
 創業記念日、社屋新築記念日等に支出する飲食費及び記念品の費用

 社内の規定に従って支給される慶弔、禍福に際し支出する金品。

（福利厚生費と経済的利益）

税務調査の現場でよく議論されるのが、福利厚生費と経済的利益の問題である。従業員

の残業、深夜勤務などにかかる食事代のうち、一定額を福利厚生費として扱うことは当然

にしてできる。しかしながら、通達などによって、その許容範囲が明示されている部分が

ある。

以下の二つの例は、よくあるケースである。

① 食事代の 50％以上を従業員等が負担し、会社が負担した食事代が月 3,500 円以内で
あること

② 使用者が、残業又は宿直若しくは日直をした者（その者の通常の勤務時間外における

勤務としてこれらの勤務を行った者に限る）への食事

いずれにしても、支出の実態が損金経理にふさわしくない場合は、経済的利益とみなさ

れ、給与と判断されるので、源泉徴収の対象となるが、このような認定給与については通

常に支給される給与とは性格が異なるのであるから、一般的な給与計算の実務からは除か

れるものだと考えられる。


